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1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年 3月期      377,485    △2.5       2,865   107.4       3,871    75.4

15年 3月期      387,214     1.0       1,381   △51.0       2,207   △41.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          703－          17.41－      1.5     2.9     1.0

15年 3月期         △812 －         △21.62 －     △1.8      1.6     0.6

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期     37,551,007株 15年 3月期     37,573,720株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期          15.00          7.50          7.50         563    86.2     1.2

15年 3月期          15.00          7.50          7.50         563－      1.3

(注 )16年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
16年 3月期      132,475      46,604     35.2       1,240.12

15年 3月期      136,778      45,262     33.1       1,205.04

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期     37,540,773株 15年 3月期     37,560,765株
2.期末自己株式数 16年 3月期         51,196株         31,204株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期      185,000       1,900         900          7.50－ －

通 期      390,000       4,000       2,000－           7.50         15.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          53円 28銭

上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表 示 し て お り ま す 。
上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績
は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 記 載 の 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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(1）-1 比較貸借対照表 

（資産の部） 

 （単位：百万円、単位未満切捨）

 当   期  (第91期) 

(平成16年３月31日現在) 

 前   期  (第90期) 

(平成15年３月31日現在) 
比較増減 期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

 

（ 資 産 の
 

部 ）  ％  ％  
流 動 資 産 64,828 48.9 68,624 50.2 △  3,796 

現 金 及 び 預 金 14,475  11,173  3,301 

受 取 手 形 1,419  6,145  △  4,725 

売 掛 金 35,904  39,940  △  4,035 

商 品 5,608  5,436  171 

貯 蔵 品 47  45  2 

前 渡 金 1,953  1,638  314 

前 払 費 用 163  171  △      7 

繰 延 税 金 資 産 1,742  252  1,489 

未 収 収 益 52  77  △     24 

短 期 貸 付 金 83  45  38 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 216  1,936  △  1,720 

未 収 入 金 2,994  1,650  1,343 

そ の 他 256  220  35 

貸 倒 引 当 金 △     91  △    110  19 

固 定 資 産 67,647 51.1 68,153 49.8 △    506 

有 形 固 定 資 産 41,324 31.2 42,649 31.2 △  1,324 

建 物 9,663  9,970  △    306 

構 築 物 2,856  2,953  △     97 

機 械 及 び 装 置 2,041  2,232  △    191 

車 両 運 搬 具 185  191  △      5 

器 具 及 び 備 品 1,763  1,780  △     16 

土 地 24,813  24,878  △     65 

建 設 仮 勘 定 －  641  △    641 

無 形 固 定 資 産 2,884 2.2 2,521 1.8 362 

営 業 権 1,304  770  534 

借 地 権 1,023  1,011  12 

ソ フ ト ウ ェ ア 451  639  △    187 

そ の 他 104  101  3 

投 資 そ の 他 の 資 産 23,438 17.7 22,982 16.8 456 

投 資 有 価 証 券 7,281  5,339  1,942 

関 係 会 社 株 式 7,553  7,679  △    126 

出 資 金 101  104  △      3 

関 係 会 社 出 資 金 12  3  9 

長 期 貸 付 金 1,042  407  635 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,535  3,764  △  1,229 
破産債権、更生債権その
他これらに準ずる債権 

357  447  △     89 

長 期 前 払 費 用 4  5  △      1 

繰 延 税 金 資 産 1,955  4,625  △  2,669 

差 入 保 証 金 2,339  2,891  △    552 

そ の 他 1,371  1,131  239 

貸 倒 引 当 金 △  1,116  △  3,417  2,301 

資 産 合 計 132,475 100.0 136,778 100.0 △  4,302 
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(1）-1 比較貸借対照表 

（負債及び資本の部） 

 （単位：百万円、単位未満切捨）

 当   期  (第91期) 

(平成16年３月31日現在) 

 前   期  (第90期) 

(平成15年３月31日現在) 
比較増減 期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

 

（ 負 債 の
 

部 ）  ％  ％  

流 動 負 債 76,450 57.7 85,007 62.1 △  8,556 
支 払 手 形 43  24  18 
買 掛 金 28,892  28,885  7 
短 期 借 入 金 40,060  48,800  △  8,740 
一 年内返済予定の長期借入金 1,435  18  1,417 
未 払 金 2,434  2,862  △    427 
未 払 費 用 1,539  410  1,129 
未 払 法 人 税 等 125  396  △    270 
未 払 消 費 税 等 254  74  180 
前 受 金 949  905  44 
預 り 金 129  108  20 

預 り 保 証 金 －  1,939  △  1,939 

賞 与 引 当 金 469  462  7 
そ の 他 115  120  △      5 
固 定 負 債 9,420 7.1 6,508 4.8 2,911 
長 期 借 入 金 5,085  52  5,033 
再評価に係る繰延税金負債 852  860  △      8 

退 職 給 付 引 当 金 －  3,906  △  3,906 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 878  1,010  △    132 

預 り 保 証 金 2,156  －  2,156 
そ の 他 446  677  △    231 

負 債 合 計 85,870 64.8 91,515 66.9 △  5,645  

（ 資 本 の
 

部 ）      

資 本 金 8,132 6.1 8,132 6.0 － 
資 本 剰 余 金      

資 本 準 備 金 7,266  7,266  － 

資 本 剰 余 金 合 計 7,266 5.5 7,266 5.3 － 
利 益 剰 余 金      

利 益 準 備 金 2,033  2,033  － 

任 意 積 立 金 25,762  26,762  △  1,000 
別 途 積 立 金 25,762  26,762  △  1,000 
当 期 未 処 分 利 益 1,199  46  1,152 

利 益 剰 余 金 合 計 28,994 21.9 28,842 21.1 152 
土 地 再 評 価 差 額 金 1,263 1.0 1,275 0.9 △     11 
その他有価証券評価差額金 973 0.7 △    239 △ 0.2 1,213 
自 己 株 式 △     26 △ 0.0 △     15 △ 0.0 △     10 

資 本 合 計 46,604 35.2 45,262 33.1 1,342 

負 債 及 び 資 本 合 計 132,475 100.0 136,778 100.0 △  4,302 
  



 

－46－ 

(1)-2 比較損益計算書 

 

 （単位：百万円、単位未満切捨）

 当  期  (第91期) 
 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 前  期  (90期) 
 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

比較増減 
期  別 

 
 
科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率 

  ％  ％  ％ 

売 上 高 377,485 100.0 387,214 100.0 △  9,729 △ 2.5 

売 上 原 価 350,412 92.8 361,902 93.5 △ 11,489 △ 3.2 

売 上 総 利 益 27,072 7.2 25,311 6.5 1,760 7.0 

そ の 他 の 営 業 収 益 3,808 1.0 4,011 1.0 △    202 △ 5.0 

営 業 総 利 益 30,881 8.2 29,322 7.5 1,558 5.3 

販売費及び一般管理費 28,015 7.4 27,940 7.2 74 0.3 

営 業 利 益 2,865 0.8 1,381 0.3 1,483 107.4 

営 業 外 収 益 1,450 0.4 1,437 0.4 13 1.0 

受 取 利 息 108  124  △     16  

受 取 配 当 金 264  274  △      9  

仕 入 割 引 413  410  3  

軽 油 引 取 税 還 付 金 241  243  △      2  

そ の 他 423  384  39  

営 業 外 費 用 444 0.2 611 0.1 △    167 △27.4 

支 払 利 息 284  269  15  

寄 付 金 86  268  △    181  

金 銭 信 託 運 用 損 －  53  △     53  

そ の 他 72  20  52  

経 常 利 益 3,871 1.0 2,207 0.6 1,664 75.4 

特 別 利 益 684 0.2 146 0.0 537 366.0 

固 定 資 産 売 却 益 23  30  △      6  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6  22  △     15  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 650  5  645  

低 公 害 整 備 事 業 補 助 金 －  89  △     89  

そ の 他 3  －  3  

特 別 損 失 3,430 0.9 3,235 0.8 194 6.0 

固 定 資 産 売 却 損 27  31  △      4  

固 定 資 産 除 却 損 105  138  △     33  

固 定 資 産 圧 縮 損 10  89  △     78  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4  1,535  △  1,530  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 129  450  △    320  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 587  858  △    270  

関 係 会 社 整 理 損 305  74  230  

退職金制度改定に伴う損失 2,230  －  2,230  

そ の 他 29  57  △     28  

税引前当期純利益(△損失) 1,126 0.3 △    881 △ 0.2 2,008 － 

法人税、住民税及び事業税 70 0.0 991 0.3 △    921 △92.9 

法 人 税 等 調 整 額 352 0.1 △  1,060 △ 0.3 1,413 － 

当 期 純 利 益 ( △ 損 失 ) 703 0.2 △    812 △ 0.2 1,515 － 

前 期 繰 越 利 益 765  992  △    227  

土地再評価差額金取崩額 11  148  △    136  

中 間 配 当 額 281  281  △      0  

当 期 未 処 分 利 益 1,199  46  1,152  
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(1）-3 利益処分案比較 

 

  （単位：百万円、単位未満切捨）

   当 期 ( 第 9 1 期 ) 
（株主総会承認予定日 
平成16年６月29日） 

   前 期 ( 第 9 0 期 ) 
(株主総会承認日 
平成15年６月27日） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益   1,199  46 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額      

１． 別 途 積 立 金 取 崩 額   －  1,000 

 合 計   1,199  1,046 

Ⅲ 利 益 処 分 額      

１． 配 当 金  281  281  

   
（１株につき 
７円50銭）

 
（１株につき 
７円50銭）

 

２． 役 員 賞 与 金  50  －  

 （うち監査役賞与金）  (  2)  ( －)  

３． 任 意 積 立 金      

 別 途 積 立 金  300 631 － 281 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益   567  765 
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（重要な会計方針） 

項目 
第91期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第90期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

      ────── 

 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しております） 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1)満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(2)子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

(3)その他有価証券 

・時価のあるもの 

  同左 

 

 

 

・時価のないもの 

  同左 

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法 

(1)デリバティブ取引 

 時価法 

      ────── 

 

(1)デリバティブ取引 

  同左 

(2)運用目的の金銭の信託 

 時価法 

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1)商品 

 主として移動平均法による低価法に

よっておりますが、農水産物、畜産物

及び情報機器は個別法による低価法に

よっております。 

(1)商品 

  同左 

 (2)貯蔵品 

 最終仕入原価法によっております。 

(2)貯蔵品 

  同左 

４．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物       15～50年 

  構築物      15～40年 

  機械及び装置   ８～15年 

  器具及び備品   ６～15年 

(2)無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(3)投資その他の資産（受益者負担金） 

 定額法によっております。 

(1)有形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

(3)投資その他の資産（受益者負担金） 

  同左 
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項目 
第91期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第90期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

  同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

  同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額基準に基づ

き計上しております。 

(2)賞与引当金 

  同左 

       ────── 

 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（2,489百

万円）については、15年による均等

額、過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（９年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（９年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理しております。 

  （追加情報） 

 当期において平均残存勤務期間を再

検討した結果、平均残存勤務期間が従

来の費用処理年数より短くなったた

め、過去勤務債務及び数理計算上の差

異の処理年数について10年から９年に

変更しております。 

 これに伴い、従来の方法によった場

合と比較して、販売費及び一般管理費

となる退職給付費用が92百万円増加

し、この結果、営業利益及び経常利益

は同額減少し、税引前当期純損失は同

額増加しております。 
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項目 
第91期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第90期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末必要額を計上し

ております。 

(4)役員退職慰労引当金 

  同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっております。な

お、為替予約については振当処理の要

件を満たしている場合は、振当処理を

行っております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約取引 

 ヘッジ対象：外貨建金銭債務及び外

貨建予定取引 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

 (3)ヘッジ方針 

 当社は、内部規程である「輸入取引

規程」に基づき、通常の営業過程で生

じる輸入取引に係る為替変動リスクを

ヘッジしております。 

(3)ヘッジ方針 

  同左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性が高い為替予約取引

のみをヘッジ手段として行っておりま

すので、有効性の判定は省略しており

ます。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

  同左 

       ────── (2)自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

  「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年４月１日以後に適用

されることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準によっておりま

す。これによる当期の損益に与える影

響は軽微であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資本の

部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 
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項目 
第91期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第90期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

       ──────  (3)１株当たり情報 

  「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」 (企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」 (企業会計基準適用

指針第４号)が平成14年４月１日以後

開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び適用指

針によっております。なお、これによ

る影響については、「１株当たり情報

に関する注記」に記載しております。 

 

 

（追加情報） 

第91期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第90期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 当社は、平成15年11月27日にカメイ厚生年金基金の

解散が認可されており、平成15年11月28日付けをもっ

て退職金制度（厚生年金基金、退職一時金）の改定を

実施し、新たに確定拠出年金制度を導入いたしまし

た。これに伴い「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用して

おります。 

 本処理に伴う当事業年度における損益に与えている

影響額は、特別損失に「退職金制度改定に伴う損失」

として22億30百万円計上しております。 

────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係）  

当 期 ( 第 9 1 期 )  
（平成16年３月31日現在） 

前 期 ( 第 9 0 期 ) 
（平成15年３月31日現在） 

  
１．有形固定資産の減価償却累計額 24,762百万円 
  

  
１．有形固定資産の減価償却累計額 23,703百万円 
  

２．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を資本の部（「土地再評価差額金」）に計

上しております。 

 同法第３条第３項に定める再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条

に規定する地価税の課税標準の計算の基礎とな

る土地の価額を算出するために、国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に合理

的調整を行って算出しております。 

 再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

２．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を資本の部（「土地再評価差額金」）に計

上しております。 

 同法第３条第３項に定める再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条

に規定する地価税の課税標準の計算の基礎とな

る土地の価額を算出するために、国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に合理

的調整を行って算出しております。 

 再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

   同法律第10条に定める再評価

を行った事業用土地の当期

末における時価の合計額が

当該事業用土地の再評価後

の帳簿価格の合計額を下

回った場合の当該時価の合

計額と当該再評価後の帳簿

価格の合計額との差額 

 

 

 

 

4,937百万円 

   同法律第10条に定める再評価

を行った事業用土地の当期

末における時価の合計額が

当該事業用土地の再評価後

の帳簿価格の合計額を下

回った場合の当該時価の合

計額と当該再評価後の帳簿

価格の合計額との差額 

 

 

 

 

1,288百万円 

３．担保資産及び担保付債務 

  (1) 借入金等の担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（担保提供資産） 

３．担保資産及び担保付債務 

  (1) 借入金等の担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（担保提供資産） 
  
建物 216百万円 

構築物 40 

機械及び装置 1 

土地 4,752 

投資有価証券 359 

計 5,369 
  

  
建物 228百万円 

構築物 41 

機械及び装置 1 

土地 4,819 

投資有価証券 218 

計 5,308 
  

（対応債務） （対応債務） 
  
短期借入金 3,630百万円 

一年内返済予定の長期借入金 800 

長期借入金 3,200 

計 7,630 
  

  
短期借入金 4,630百万円 
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当 期 ( 第 9 1 期 ) 
（平成16年３月31日現在） 

前 期 ( 第 9 0 期 ) 
（平成15年３月31日現在） 

  (2) 取引保証金の代用として、担保に供している資

産は次のとおりであります。 

  (2) 取引保証金の代用として、担保に供している資

産は次のとおりであります。 
  
建物 136百万円 

構築物 2 

土地 1,840 

投資有価証券 297 

計 2,277 
 

  
建物 61百万円 

構築物 3 

土地 1,533 

投資有価証券 149 

計 1,747 
 

４．固定資産における圧縮記帳 

 有形固定資産から控除した圧縮記帳累計額は89百

万円であります。 

 また、当期において収用により有形固定資産から

控除した圧縮記帳額は10百万円であります。 

 ５．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

４．固定資産における圧縮記帳 

 当期において低公害整備事業補助金により有形固

定資産から控除した圧縮記帳累計額は89百万円であ

ります。 

 

 ５．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 
 

受取手形 6百万円 

売掛金 314 

未収収益 26 

未収入金 12 

流

動

資

産 その他 13 

買掛金 383 

未払金 610 

未払費用 7 

預り金 0 

流

動

負

債 その他 32 

固定負債 その他 187 
  

 
受取手形 13 百万円 

売掛金 788  

未収収益 42  

未収入金 99  

流

動

資

産 その他 51  

買掛金 479  

未払金 595  

未払費用 11  

流
動
負
債 預り金 0  

固定負債 その他 225  
  

  
 
６．授権株式数     普通株式  87,281,000株 
  

  
６．授権株式数     普通株式  87,281,000株 
  

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることとなっております。 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることとなっております。 
 
  発行済株式総数   普通株式  37,591,969株
  

 
  発行済株式総数   普通株式  37,591,969株 
  

７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式51,196株

であります。 

 

７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式31,204株

であります。 
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当 期 ( 第 9 1 期 ) 
（平成16年３月31日現在） 

前 期 ( 第 9 0 期 ) 
（平成15年３月31日現在） 

８．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等からの借入債務に対し

て保証を行っております。 

宮城ネットワーク㈱ 1,930百万円 

㈱パシフィック 35 

計 1,965 

 
 

 

  

  

８．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等からの借入債務に対し

て保証を行っております。 

宮城ネットワーク㈱ 1,970百万円 

グリーンマート・カメイ㈱ 1,020 

㈱パシフィック 45 

87 カメイ・インターナショナ
ル・コーポレーション (  720千米ドル) 

計 3,123 

  
      

  （注）宮城ネットワーク㈱に対する保証債務は、当

社のほか２社の連帯保証であり、当該連帯保

証契約に基づく当社負担額は907百万円であ

ります。 

  （注）宮城ネットワーク㈱に対する保証債務は、当

社のほか２社の連帯保証であり、当該連帯保

証契約に基づく当社負担額は910百万円であ

ります。 

  (2) 金融機関の下記の会社に対する支払保証残高に

ついて保証を行っております。 

  (2) 金融機関の下記の会社に対する支払保証残高に

ついて保証を行っております。 
   

39百万円 カメイ・シンガポール
PTE.LTD. (  368千米ドル) 

 
 
  (3) 下記の会社の取引上の債務に対して保証を行っ

ております。 

   
1百万円 カメイ・シンガポール

PTE.LTD. (    9千米ドル) 

 
 
  (3) 下記の会社の取引上の債務に対して保証を行っ

ております。 
  

5百万円 カメイ・シンガポール
PTE.LTD. (   54千米ドル) 

カメイオート㈱ 272 

カメイオート北海道㈱ 213 

㈲エヌエス設計 22 

計 514 
  

  
77百万円 カメイ・シンガポール

PTE.LTD. (  638千米ドル) 

カメイオート㈱ 242 

カメイオート北海道㈱ 131 

㈲エヌエス設計 19 

計 470 
 

  

９．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,236百

万円であります。 

９．配当制限 

 商法第290条第１項第６号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は902百万円

であります。 

10．預り保証金 

 営業取引に係る預り保証金は、前期まで流動負債

に含めておりましたが、事実上期限の定めがないた

め、当期から、従来より固定負債の「その他」に含

めていた賃貸借契約に係る預り保証金と合算して固

定負債に含めることにしました。 

 なお、営業取引に係る預り保証金の金額は、当期

末が19億73百万円、前期末が19億39百万円でありま

す。 

────── 
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（損益計算書関係）  

当 期 ( 第 9 1 期 ) 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前 期 ( 第 9 0 期 ) 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．低価法による評価減の金額73百万円が商品期末たな

卸高から減額されております。 

１．低価法による評価減の金額39百万円が商品期末たな

卸高から減額されております。 

２．関係会社からの取引により発生した営業外収益は、

次のとおりであります。 

２．関係会社からの取引により発生した営業外収益は、

次のとおりであります。 
 
受取利息 62百万円 

受取配当金 193 

その他 51 
  

 
受取利息 83百万円 

受取配当金 203 

その他 57 
  

３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりで

あります。 

３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりで

あります。 
 
給料手当 6,126百万円 

賞与 963 

賞与引当金繰入額 469 

退職給付費用 1,559 

貸倒引当金繰入額 250 

運搬費 2,504 

施設賃借料 3,010 

減価償却費 2,259 

諸手数料 3,208 
  

 
給料手当 6,052百万円 

賞与 1,194 

賞与引当金繰入額 462 

退職給付費用 1,970 

貸倒引当金繰入額 35 

運搬費 2,354 

施設賃借料 2,893 

減価償却費 2,191 

諸手数料 3,288 
  

４．固定資産売却益 

 主なものは、土地（神奈川県横浜市）の売却益４  

百万円であります。 

４．固定資産売却益 

 主なものは、土地（東京都中野区）の売却益24百

万円であります。 

５．固定資産売却損 

 主なものは、土地（福島県福島市）の売却損13百

万円であります。 

５．固定資産売却損 

 主なものは、建物及び土地の売却損17百万円であ

ります。 

６．固定資産除却損 

 主なものは、建物等（宮城県石巻市）の除却損17  

百万円であります。 

６．固定資産除却損 

 主なものは、茨城支店のサービス・ステーション

の建物等の除却損37百万円であります。 

７．貸倒引当金繰入額 

 主なものは、関係会社長期貸付金等に引当てた

580百万円であります。 

７．貸倒引当金繰入額 

 主なものは、関係会社長期貸付金等に引当てた

842百万円であります。 

 

 

  (リース取引関係) 

   ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

 第90期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）及び第91期（自 平成15年４月１日 至 平成16

年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 

 

繰延税金資産 

未払事業税 

共済会等留保金 

賞与引当金 

役員退職慰労引当金 

貸倒引当金 

退職給付引当金 

投資有価証券 

未払退職金 

税務上の繰越欠損金 

その他有価証券評価差額金 

その他 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

未収事業税 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額金 
  

 
第91期 第90期 

（平成16年３月31日現在） （平成15年３月31日現在） 

  百万円    百万円 

 －    24  

 102    106  

 189    146  

 354    407  

 354    1,271  

 －    1,427  

 796    1,168  

 412    －  

 2,025    －  

 94    206  

 159    163  

 4,487    4,922  

       

 △  38    －  

 △ 751    △  44  

 △ 789    △  44  

 3,698    4,878  

       

 △ 852    △ 860  
  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳 
 
 

 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

住民税均等割 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 
  

 
第91期  第90期 

（平成16年３月31日現在） （平成15年３月31日現在） 

 41.6 ％   41.6 ％ 

       

 21.7    △ 18.3  

 △ 31.7      10.2  

 6.2    △  7.9  

 －    △ 18.4  

 △  0.3    0.7  

 37.5    7.9  
  

 ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   第90期（平成15年３月31日） 

   地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当期の

繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延税金負債の計算( ただし、平成16年４月１日以降解消が見込

まれるものに限る。)に使用した法定実効税率は、前期の41.6％から40.3％に変更しております。その結果、繰

延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が149百万円、再評価に係る繰延税金負債の金額が27百

万円それぞれ減少しております。また、当期に費用計上された法人税等調整額が143百万円、その他有価証券評

価差額金が５百万円、土地再評価差額金27百万円がそれぞれ増加しております。 
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  (１株当たり情報) 

当 期 ( 第 9 1 期 ) 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前 期 ( 第 9 0 期 ) 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１株当たり純資産額 
               1,240 円 12 銭 

１株当たり当期純利益金額 
                 17 円 41 銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 

１株当たり純資産額 
               1,205 円 04 銭 

１株当たり当期純損失金額 
                 21 円 62 銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し
て算定した場合の１株当たり情報については以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額 
               1,231 円 73 銭 

１株当たり当期純利益金額 
                 20 円 03 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

                 19 円 20 銭 
 

 
 

 (注)  １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

 

 

当 期 ( 第 9 1 期 ) 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前 期 ( 第 9 0 期 ) 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) 703 △ 812 

普通株主に帰属しない金額(百万円)  50  － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式に係

る当期純損失（△）(百万円) 
653 △ 812 

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,551 37,573 

 

  (重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 
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(2)役員の異動 

 

1. 代表者の異動 

  

   該当事項はありません。 

 

2. その他の役員の異動 

 (1)新任取締役候補（平成16年6月29日付） 

  遠 藤
えんどう

 一 孝
かずたか

（現 住環境部長） 

  平 磯
ひらいそ

 和夫
かずお

（現 岩手支店長） 

  嶋 脇
しまわき

 秀男
ひでお

（現 青森支店長） 

 (2)退任予定取締役（平成16年6月29日付） 

  取締役    三島
みしま

 義 裕
よしひろ

 

 

 

以上     

 

 




